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巻頭言

　今年は猛暑になるか？

　冷夏になるか？

　猛暑は企業や経済に、かなりの影響を及ぼす。

　「猛暑効果」とか「猛暑特需」など、夏の暑

さで売り上げを伸ばす商品や、業績を上向かせ

る企業があり、代表的なものはエアコンと夏物

衣料。夏の初め、６月ごろの天候次第で、売れ

行きが大きく違ってくる。

　売り上げ統計によると、エアコンは１兆円近

く、夏物衣料は２～３兆円近い市場規模があり、

その動向が経済全体に与える影響も大きい。

　その他、例年良く耳にするビールや清涼飲料

など、猛暑の恩恵を受ける商品は数多い。

　逆に、猛暑がマイナスに働く分野もある。ゴ

ルフ場や屋外型のアミューズメント施設は、あ

まり暑いと敬遠される。

　また、ショッピングに出かけること自体が

減って、百貨店などでは売り上げが落ちるとい

うようなこともある。そして、農産物にダメー

ジが及ぶこともあるし、水不足になると工場の

操業が低下することもある。

　しかし、夏はある程度暑い方が経済全体には

プラスに働き、冬は、ある程度寒い方がプラス

になる。

　これは、日本の場合、人々の暮らしのベース

に四季の移り変わりがあり、季節の変化に対応

するため、あるいは季節の変化を楽しむための

消費需要が、衣食住すべての面で、相当大きな

ウエートを占めているからだと思います。

　季節の動きが平坦になってしまうと、その種

の需要が落ち込んでしまう。

 そう考えると、夏の暑さも冬の寒さも、嫌がっ

てばかりはいられないように思う。

　そして、今年はどうなるでしょう。

　天候は例年並みと言っているが、昨年の原

発事故の影響が続く電力供給不安定で、昨年同

様電力不足による節電対策や取引先の状況に応

じた操業時間等の調整が、回復しつつある製造

業の景況に影響を与えることは必至で、今年は、

猛暑にならないことを願ってます。

「天候と景気」

副理事長　岡田　邦義

■この時期、ぴかぴかの社会人１年生が街を闊歩する姿が目
に付きます。厳しい状況が続いているだけに、彼らへの期待
にも大きなものが伺えます。愛印工組の新入社員研修も始ま
りました。これから半年間の長丁場になりますが、実りある
研修にしていただきたいものです。■５月18日名古屋観光
ホテルで通常総代会が開催され、新しい執行部がスタートし
ます。現職及び新任の理事・総代の方は是非出席をお願いいた
します。

　〈募集概要〉
　▼応募対象者
　[一般の部]日印産連会員団体・企業のクリエーター／デザ
イナーなど。[学生部門]グラフィック・デザイン専門学校生
徒、美術学校生など
　▼募集期間
　平成24年６月29日(金)まで
　▼ポスターサイズ
　・B2サイズ／使用色数４色以内　・インキ／金銀パール
インキは使用不可　・用紙／コート紙又はマットコート紙
　▼ポスター必須文字
　・タイトル／2012年「９月印刷の月」　・期間／９月１
日～９月30日　・キャッチコピー／Printomorrow～明日の
いいこと、印刷から～　・行事案内／2012年「印刷の月」
記念講演会、記念式典、懇親会。その他／①ポスターのコン
セプト・コピーなどの掲載は自由、②デザイン入賞作品には
追加文字の制作あり
　▼提出方法
　インクジェット、カラープリントなどデジタル対応プルー
フ（簡易色校正紙）１枚提出。別紙で、〒・住所・氏名・年
齢・電話番号・会社／学校名・所属部署／学部を明記し同封
　▼提出先
　社団法人日本印刷産業連合会PRポスターデザイン募集
係り　〒104-0041 東京都中央区新富1-16-8 　TEL03-
3553-6051  info＠jfpi.or.jp
　▼入賞者の発表
　平成24年７月末日　本人通知・日印産連HP・印刷業界紙
　▼応募費用：無料
　▼賞金・賞状
　●最優秀賞：賞状、賞金20万円１点、●優秀賞：[一般部
門]賞状、賞金５万円　２点以内、[学生部門]賞状、賞金３万
円２点以内、●佳作：[一般部門]賞状、賞金2万円2点以内、
[学生部門]賞状、賞金１万円２点以内

●身近な催し物のお知らせ（愛印工組関係）

開催日時　　　　　　事業・行事、場所、備考
事業・行事 平成24年度　通常総代会
ところ 名古屋観光ホテル
※現職及び新任の理事・総代の方はご出席を
　お願い致します。
事業・行事 ゼロから始める“見える化”セミナー
ところ じばさん三重（三重県四日市市)
参加費：組合員2,000円/1人　一般3,000円/1人
申込期日：平成24年6月8日㈮　定員：90名
※詳細及び申込書は組合ホームページより
　ダウンロードできます。
事業・行事 アドビテクニカルセミナー
ところ ウインクあいち
参加費：購入社（ライセンス購入人数まで無料)
未購入社　5,000円／1人(予定)　定員：90名
申込期日：7月13日㈮ 
※近日案内発信予定(FAX)
事業・行事 印刷産業ビジョン
 SMARTRIX 2020 解説セミナー
ところ ウインクあいち
参加費：1人2,000円　定員：100名
※近日案内発信予定(FAX)
事業・行事 従業員・家族合同レクリエーション大会
ところ 掛川ウォーキング
＊詳細調整中

5月18日㈮

6月15日㈮
10:30～
　　12:00

7月24日㈫

8月 8日㈬

9月29日㈯

事業・行事 協同組合　通常総会
ところ 名古屋観光ホテル
事業・行事 平成24年度 中部支部 春季印刷
 技術セミナー「あなたにもチャンスが
 ある、技能オリンピック金メダル。」
ところ ウインクあいち　12階　1201号室
参加費：会員1人7,000円(3名以上参加の場合は
1人6,000円)　会員以外　1人9,000円
事業・行事 中部地区印刷協議会
 24年度上期会議
ところ 四日市都ホテル（四日市市安島1-3-38)
＊詳細調整中

5月 18日㈮
15:00～

6月 2日㈯
13:30～
　　16:45

6月15日㈮
　　 ～

　　16日㈯

●身近な催し物のお知らせ（関連団体）

㈳日本印刷産業連合会
2012年「９月印刷の月」PRポスターデザインの募集

事務局だより



　平成24年度新入社員研修会が、メディアージュ愛知（前

愛知県印刷会館）を会場に、４月３日の新入社員基礎研修

（規則・礼節）を皮切りに開始されました。この新入社員研

修会は、小規模・零細事業所１社単独では新入社員教育が困

難であり、期待通りの成果を得にくいことから、組合の教育

事業の一環として、昨年より開始されました。９月までの６

カ月間、７講座・11教科、延べ231時間のカリキュラムで

開催されます。

　■社会人としての自覚を持って
　平成24年度新入社員研修会が４月３日午前9時30
分より開始されました。参加者は28名。
　最初に、教育事業を統括する岡田邦義副理事長が
挨拶に立ち、「新入社員の皆さん、おめでとうござ
います」と祝意を表した後、新印刷会館のメディ
アージュ愛知の建設経緯を説明。その上で「新しい
建物の会議・研修室で、このように研修会を開催で
きるということで、髙井理事長ともども喜んでいま
す」と述べました。そして「皆さんは非常に厳しい

就職活動の末、本年度入社されたわけですが、経済
は依然として厳しい状況にあります。しっかりと研
修を受け、会社、さらには社会に貢献していただき
たいと思います」と期待を表明しました。さらに研
修を受けるにあたって「皆さんは今まで、大学でお
金を出して授業を受けていました。これからは、会
社のお金を使って研修を受けます。その点を自覚し
ていただきたいと思います」と学生と社会人の立場
の違いを認識する必要性を説いた。最後に「皆さん
はいろいろな面で吸収できることが多いと思います。
ぜひ、会社にそれを持ち帰って、活かしていただき
たいと思います」と述べ、挨拶を締め括りました。
　この後、参加した新入社員は、中部企業教育研究
会松石裕就代表の指導のもと、新入社員基礎研修
（規則・礼節）のカリキュラムのうち、「『社会人
とは』社会人の一歩、心がまえ、集団行動訓練等」
を受けました。
　松石代表は、研修開始にあたり、１日目のポイン
トとして「規律」を挙げ、「難しい理論や理屈ばか
りではなく、なるべく教材、ワークショップ、ロー
ルプレイングなどを使って、皆さんにそれらを身体

　組合事業として新入社員研修会を開始したのは、
昨年度からです。毎年、組合員企業では新入社員を
採用されるでしょうが、その人数はと言えば、１～
２人が大多数ではないでしょうか。しかし、たとえ
少人数の新入社員であっても、しっかりとした教育
を施さなければなりません。これは大企業であって
も、中小企業であっても、その重要性に変わりはあ
りません。それは、なぜか？新入社員たちは、我々
企業が社会や家庭からお預かりした、これからの社
会を支えていく貴重な青年たちだからです。もちろ
ん、企業にとっては将来の貴重な戦力として重要です。
　そういう新入社員たちの“真っ白な気持”をキャ
ンバスにたとえるなら、まだ下絵も描かれていな
い、絵具の塗られていない“真っ白なキャンバス”
でしょう。キャンバスに絵を描くのは、もちろん新
入社員たちですが、将来に希望が持てるような絵の
素材、テーマを提供するのは、新入社員を受け入れ
る我々企業の側でしょう。そして、社会に役立つ人
材として育成しなければなりません。また、これは
私見になりますが、新入社員を含めた若者にとって、
彼らの20代の生き方が、後の50代、60代の人生の
豊かさを決定付けると思うのです。だからこそ、20
代の生き方が大切になります。ここに新入社員教育
の重要性があり、企業の責任があります。

　しかし、冒頭に指摘しましたが、大手企業は別
として、中小企業各社が受け入れる新入社員は極
めて少人数であり、個々の企業では時間的にも、金
額的にも充分な新入社員教育を実施できない、とい
う現状があります。そこで組合事業として豊富なカ
リキュラムを用意した新入社員研修会を昨年度より
実施することになったのです。カリキュラムの内容
は、基礎研修（規則・礼節、初めての5S活動・品
質管理・改善活動など）、コミュニケーションスキ
ルアップセミナー、営業基礎講座（デジタル時代の
営業の役割など）、DTP基礎講座（プリプレスの基
礎と演習など）、印刷技術講座（印刷工程での品質
管理など）、その他という具合に多岐にわたります。
平成24年度の新入社員研修会は、４月から９月まで
の６カ月間、７講座・11教科、延べ231時間のカリ
キュラムで開催されます。新入社員たちにとって有
意義な20代の第一歩を踏み出す機会として、この新
入社員研修会の積極的な活用を期待します。

で体得していただきます」と内容を説明した。
　新入社員基礎研修は、昼食をはさみ、午後6時30
分まで続いた。
　（なお、新入社員研修は随時申し込みを受け付け

ているが、各講座が定員になり次第締め切られる。
ただし、申し込みが多い講座はクラスを追加する場
合もある。カリキュラム・申し込み方法については
組合まで問い合わせを）。
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理事長

髙井　昭弘

6カ月／延べ231時間のカリキュラム

新入社員基礎研修（規則・礼節）からスタート
メディアージュ愛知に28名の参加者

●平成24年度 新入社員研修会開始にあたって

新入社員研修会の積極的な活用を期待

新入社員研修会会場

挨拶する岡田副理事長

講師を務める松石氏

■平成24年度新入社員研修会スタート■平成24年度新入社員研修会スタート
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　理事会の司会は、加藤修専務理事が務めました。
　最初に髙井理事長が挨拶に立ち、「総代会に向け
ての理事会ということで、よろしくご審議いただき
たいと思います」と慎重審議を要請。次に去る４月
６、７の両日、名古屋で開催された全日本印刷工業
組合連合会（全印工連）主催の「勝ち残り合宿ゼ
ミ」に言及。ゼミ開催にいたる経緯とゼミの内容、
成果などを報告しました。
　この後、規定により髙井理事長が議長を務め、議
事に入りました。

　●組合員の加入・脱退
　〈平成23年度〉
　加入なし、脱退４社。組合員数＝加入累計1社、
脱退累計15社、組合員総数265社（平成23年度期首
279社／賛助会員15社、本部直轄等２社を含む）。
　〈平成24年度〉
　加入３社、脱退１社。組合員総数＝加入累計３社、
脱退累計１社、組合員総数267社（平成24年度期首
265社／賛助会員15社、本部直轄等２社を含む）。
　加藤専務理事の報告を受けて、髙井理事長は「新
印刷会館は、多様化するメディアに対応できる世代
が集まる場です。機械を設備する印刷会社だけでな

　平成24年度４月期理事会（第１回）が、４月19日午後３

時より、メディアージュ愛知３F大会議室で開催されました。

理事会では、来月18日に開催される総代会に上程される平

成24年度事業計画及び収支予算、平成24・25年度役員な

どが審議、承認されました。また、各事業委員会の活動状況

報告では、組織・官公需委員会の吉川正敏委員長が、「愛知

県との協議の結果、５月９日から当分の間、定時見積におけ

る決定業者に対し、見積書の提出が実施されることになりま

した」と報告しました。

く、前工程、後工程も含め、多くの方に組合員に
なっていただくよう、お誘いいただきたいと思いま
す」と要請しました。

　●平成23年度決算の件
　平成23年度一般会計収支決算（平成24年３月末現
在）を加藤専務理事が説明しました。
　髙井理事長が「今年度は建物（新印刷会館）の建
設により、取り壊し、引越しなどに費用がかかり、
大きな赤字になっています。それらの費用を除くと、
通常年と大きな差異はないので、その辺はご理解を
いただきたいと思います」と捕捉説明を行い、理解
を求めました。

　●平成24年度予算案の件
　髙井理事長が「皆さんの承認をいただいて24年
度の理事長に木野瀬（吉孝副理事長）さんになって
いただきます。木野瀬さんの意向が反映されてこの
予算になっていますので、方針の説明をお願いしま
す」と発言。これを受けて木野瀬次期理事長が「髙
井理事長は売上高経常利益率５％を提唱されてき
ました。しかし、それが実現できていない、という
のが今の実態です」と厳しい現状認識を示した上で、
「『見える化』を根本的に学び、それぞれの会社の
規模に合った形で取り入れ、それを実施していくこ
とを基本に据えてやっていきたいと思います」と基
本方針を述べました。さらに、「CSRについて、全
印工連に新設されるCSR専門委員会の活動とリンク
しながら進めていきます」とCSRにも積極的に取り
組む意向を表明しました。

　●平成24年度総代会提出資料の件
　〈平成23年度事業報告及び決算関係書類承認の件〉
　事業報告書／平成23年度収支決算書／剰余金処分

案／監査報告書
　〈平成24年度事業計画及び収支予算承認の件〉
　事業計画書／収支予算書
　これらは加藤専務理事が説明し、承認されました。
このうち、平成24年収支予算書に関連して、髙井理
事長は「新印刷会館の４Fの空いている２室のテナン
ト入居がポイントです」と発言。空いているフロアー
を埋めることの必要性を指摘しました。この他、共
済事業、新入社員教育事業の重要性にもふれました。
　〈定款一部変更の件〉
　「第38条・総代の定数は、48人とする」を「第38
条・総代の定数は、40人とする」に変更されました。
これは組合員の減少にともない、総代の定数が現状
に合致しなくなったためです。併せて各地域の総代
数も変更されました。
　また、市町村合併等による市制移行により、各支
部の地域に新設市を追加するとともに、なくなった
郡名を削除して、支部対象範囲を整理するなどの変
更が行われました。

　●平成24・25年度執行部及び委員会編制の件
　木野瀬次期理事長が「平成24・25年度執行部及
び委員会編制図（案）」をもとに説明しました。そ
れによると、組織・官公需委員会は「組織・共済委
員会」に、経営革新・環境委員会は「経営革新委員
会」に、共済・労務委員会は「労務・新人教育委員
会」に変更となりました。マーケティング委員会と
教育委員会は従来どおりです。また、名古屋而立会
は三役直轄となりました。
 なお、委員会メンバーについて「時期を区切らず、
途中の編入・入会はオーケーという形、入っていた
だいて結構という形で進めたいと思います」との説
明がありました。

　●各事業委員会の活動状況
　共済・労務委員会（猪飼重太郎委員長）、組織・
官公需委員会（吉川委員長）、経営革新・環境委員
会（細井俊男副理事長）、教育委員会（松岡祐司委
員長）、マーケティング委員会（鬼頭則夫委員長）、
名古屋而立会（山田慎二担当理事）から報告があり
ました（括弧内は報告者）。
　このうち、組織・官公需委員会の吉川委員長は、
「愛知県との協議の結果、５月９日から当分の間、
定時見積における決定業者に対し、見積書の提出が
実施されることになりました」と報告。「これによ
り、ダンピングが愛知県出納事務局で把握していた
だけるのではないか、と思います」と期待を表明し
ました。
　組織・官公需委員会を統括する木野瀬副理事長は
「見積書や明細書の添付は全国の組合が要望してい
ることですが、なかなか実現していません。愛知県
が最初ということで、これが突破口となり、すこし
でもダンピングが防ぐことができれば、と期待して
います」と述べました。

　●今後の予定
　教育委員会を統括する岡田邦義副理事長が、平成
24年度新入社員研修会の進捗状況を報告するとと
もに、参加を要請しました。また、教育委員会の松
岡委員長が、６月15日午前10時30分より、三重県
北勢地域地場産業振興センター（通称『じばさん三
重』）で、全印工連主催により開催される『ゼロか
ら始める“見える化”セミナー』の概要を説明する
とともに、参加を要請しました。髙井理事長は「こ
のセミナーは中部地区印刷協議会・上期会議（四日
市都ホテル）の前に開催されます」と告知し、参加
を要請しました。
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平成24年度４月期理事会（第１回）

総代会（５月18日）上程議案を審議、承認

愛知県のダンピング防止に大きな前進

５月９日から見積書提出の実施が実現
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　愛知県では、「印刷物の積算見積書提出に関
するアンケート調査」（１月号に詳報）を行い、
その結果、賛成意見が過半数を占めたことから、
定時見積参加業者宛に、愛知県出納事務局調達
課長名で上記の通達が行われましたので報告し
ます。

　全日本印刷工業組合連合会が経済産業省の委託により

実施した「平成23年度我が国情報経済社会における基

盤整備（印刷産業におけるビジネスモデルの調査研究事

業）」の報告書がまとまり、経済産業省のWEBサイト

に掲載されています。同報告書より、調査研究の概要と

「地域への密着と経済効率性を両立するシステム」の

「ヒアリング調査先の選定」「調査内容（ヒアリング項

目）」「調査（ヒアリング）結果のまとめ」の部分を紹

介します。なお、「各社の調査（ヒアリング）結果」は

次号に掲載予定です。

　■調査研究の概要
　1-1 調査研究の趣旨
　我が国の印刷産業を取り巻く環境は、グローバル化や
ITの普及などを背景に大きく変化しており、電子書籍
の登場など、印刷市場は新たな局面を迎えている。この
ような局面においては、旧来のビジネスモデルを見直し、
時代のニーズに応じて新しい試みを進めていくことが求
められる。
　一方、高い再現性、豊かな表現力、瞬時に認識できる
一覧性、大量生産による経済性といった、情報伝達の媒
体としての印刷の価値は変わらずに存在する。その媒体
価値を更に向上させるためには、情報伝達という観点から
顧客の立場に立って、的確に対応することが求められる。
　このような状況下においては、顧客のニーズ・発注を
どれだけきめ細かく拾えるかが、今後の印刷産業の成
長の課題となる。特に中小規模の印刷事業者においては、
各地域等で異なる顧客のニーズにきめ細かく対応するた
め、ITの活用等による受発注の効率化、各地域の事業者
間の連携等、新たなビジネスモデルを構築していくこと

が重要だと考える。
　以上の背景を踏まえ、当該調査では、特に中小規模の
事業者を念頭に置き、印刷産業における、
　①IT等を活用し顧客接点を合理的に構築する受発注シ
ステム
　②地域への密着と経済効率性を両立するシステム
について調査し、我が国への導入の可能性及び事業モデ
ルを研究することにより、我が国の印刷産業における新
たなビジネスモデルの構築を促進する。
　1-2 調査研究の目的と手法
　従来型の印刷出荷額は長期的に減少し続けており、今
後も2020年にかけて長期的な減少が確実視されている。
2010年９月、全日本印刷工業組合連合会は従来型の印刷
市場が2020年にかけて24％縮小するとの予測を示した。
　しかしながら、印刷産業は我が国の情報加工分野にお
ける主力プレーヤーの一つであることに変わりはない。
現在、印刷産業はグローバル競争にさらされる我が国経
済の競争力強化及び、我が国経済と豊かなコンテンツの
基盤となる地域活性化にどのように貢献できるかが問わ

れている。
　我が国の印刷産業を取り巻く環境は、グローバル化や
ITの普及などを背景に大きく変化、電子書籍の登場や
地方活性の動きなど新たな局面を迎えている。国内外の
様々な状況変化を踏まえ、旧来のビジネスモデルを見直
し、時代のニーズにふさわしい試みに取り組む必要性が
高まっている。
　そこで本調査研究は海外調査と国内調査に分け、海外
におけるIT等を活用した印刷ビジネスの事例、国内にお
ける地域に密着した印刷ビジネスの事例を書面及び実地
で調査、我が国印刷産業の今後の展開可能における課題
等を検討し、提言をまとめる。
　（1-3 委員会活動の経過、1-4 委員の構成は略）

　■地域への密着と経済効率化を両立するシステムの調
査研究報告
　1-1 ヒアリング調査先の選定
　(1) ヒアリング調査先の絞り込み
　ヒアリング先の選定は全日本印刷工業組合連合会傘下
の印刷会社から、垂直統合型（下請型）の印刷業が多い
東京、大阪の大都市圏を除く、従業員規模10～40名の
1,322社への郵送アンケートを実施。平成23年12月14日
を締め切りとして140社から回答を得た（第一次選定）。
　分科会で討議の結果、経営者が概ね60歳以下または後
継者が決まっている印刷業に絞り、さらに新ビジネスモ
デル作りを経営支援する事業について、「興味がある」、
「実施されるのであれば参加してみたい」と回答した企
業を選定した（第二次選定）。
　(2) ヒアリング調査先の決定
　候補企業にアポイントを取り、調査予定期間に訪問可
能な16社を対象にヒアリングのための企業訪問を実施し
た。訪問期間は、平成24年１月16日、１月23日～25日、
１月27～28日、１月30～31日、２月１～２日の計10日間。
訪問地域は、岩手県、山形県、栃木県、岐阜県、奈良県、
香川県、福岡県、佐賀県の8県に及んだ。訪問先の周辺
人口は、本調査で計画していた１万人～７万人の地域に
所在する印刷会社５社と、県庁所在地を含む25万人～41
万人の地域の所在する印刷会社５社の計10社とした。

－ 8 － － 9 －

印刷物の定時見積における
　　「積算見積書」提出について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24調達号外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年４月18日
定時見積参加業者様

愛知県出納事務局調達課長

印刷物の定時見積における「積算見積書」提出について(依頼)

　このことについて、平成24年２月１日付け23調達号外にて印刷
物の積算見積提出(決定業者のみ)に関するアンケートを実施しまし
たが、賛成意見が過半数を占めましたので、下記の通り積算見積
書の提出をお願いいたします。

記
１ 「積算見積書」提出対象者
定時見積(一般、軽印刷)における決定業者

２　積算見積書の内容
決定した見積書金額の積算内容を示したもの

３　積算見積書の様式
別紙「積算見積書」のとおり。ただし、積算の内容がわかる
範囲において他の様式とすることができるものとする。

４　積算見積書提出実施期間　
平成24年５月９日㈬から当分の間

５　積算見積書の提出方法
当該定時見積終了後に職員に手渡し（後日提出も可）

担当  本庁物品第二グループ
電話  052-954-6645 (ダイヤルイン)
FAX  052-954-6954

①協力できる

②協力できない

③その他

未提出

　　 計

22
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9

43

31
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1

43

51.2%

25.6%

2.3%

20.9%

100.0%

72.1%

25.6%

2.3%

100.0%

得票数 構成比 得票数 構成比未提出を賛成に加算
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調査研究の概要と調査（ヒアリング）     結果のまとめ
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　1-2 調査内容（ヒアリング項目）
　(1) 基本項目（郵送回答で把握している項目）
　1 企業の基本情報（創業年、従業員規模、年齢別人員
構成、職種別人員構成、売上高および経常利益、財務構
成比、得意先構成比）
　2 現有設備と受注品目
　3 経営管理
　4 資金繰り
　5 会社所在地の周辺地域や地域との関わりまた印刷受
注方法
　6 経営者の年齢ならびに後継者の有無
　7 会社の将来見通し
　8 人材及び教育
　9 全印工連の提言書の存在
　10)中小印刷業生き残りへのビジネスモデル作り支援事
業への参加意向
　(2) 面談項目（この中から状況に応じた項目を選択して
ヒアリングを実施）
　1 自社分析
　・販売価格は高いか、安いか、どのように認識されて
いるか？
　・御社の強み/弱みは何か？
　・強み/弱みを社員がどの程度、自覚しているか？
　－なぜ、そう思えるのか？
　・取引先について
　－官公庁、病院、印刷会社と取引きはしているか？
　－サービス業、地元の商店などは多いか？
　2 経営管理
　・どのような経営管理を行っているか？
　－計数管理、見える化などの志向について

　・見積りソフトウェアや基幹システム（工程管理や原
価管理ソフトウェア）を使用しているか？
　・個別案件ごとの売上管理/利益管理を出している
か？
　－部門別利益が出せるような見積りソフトウェアを使
用しているか？
　3 地域活性について
　・地域とのかかわりの内容
　（地域活性化など、活動内容、活動活発化の支援、活
動への参加の有無）
　4 変革について
　・地域の情報発信のハブ会社になるか？
　－既に実施している？
　・設備偏重から営業/ソフトウェア重視の企業に本気
で変革する意志について
　（印刷機械を廃棄/大幅削減してでもソフトウェア主
体にビジネス展開できるか？）
　・機械ありきの収益構造から、ソフトウェア重視の経
営に脱皮できるか？
　・印刷ネット通販についてどう考えるか？
　・経営トップとして本気で経営手法を変更できるか？
　・トップ自ら率先垂範することができるか？
　・右腕/中核となる人材/社員は誰か？
　5 全印工連への要望など

　1-3 調査（ヒアリング）結果のまとめ
　(1) 現状のまとめ
　調査対象として実際に訪問した印刷会社は岩手県、山
形県、栃木県、岐阜県、奈良県、香川県、福岡県、佐賀
県の８県に及び、訪問先の近隣人口は約15,000人から
県庁所在地を含む41万人の都市であった。理由は新たな
ビジネスモデル構築への実際の推進力になる必要があり、
その意欲がある若手後継者が存在する企業を選定したた
めである。実際は16社を訪問したが求める回答が得られ
た10社の報告である。
　人口数万人という調査条件から外れる地域もあるが、
訪問した結果からは地方であれば40万人クラスの県庁所
在地にあっても、元請け型の印刷会社は地域と密着した
印刷ビジネスを展開していることが確認できた。
　逆に、人口４万人クラスになると地域と密着するだけ
の印刷ビジネスでは、経営が成り立たない悩みがあった。
ある経営者は商工会長も担って地域の活性化に汗を流
しているが、地域需要だけでは経営を維持できないため、
売上の主体は全国展開する流通業との取引きに力点を置
いている。
　この両者を比べると、前者の印刷会社は地域への密着
と経済効率性が両立できているが、後者の印刷会社から
は地域があまりに疲弊し過ぎているために地域需要だけ
では、経済効率化が成り立たないということも分かった。
　また、現状で利益の源泉は印刷加工であるが、印刷単
価（売値）が安く生産性（加工高）が低いのに、そこに
気付いていない経営者や後継者が大多数である。
　今回の調査テーマである『地域への密着と経済効率化
を両立するシステム』について、アンケートでは「全印
工連では印刷会社の現役経営者など経営の専門家の協力
を得て、20人前後の中小印刷業が生き残るために、各社
のビジネスモデル作りを支援する事業の可能性について
検討する」と前置きして、新ビジネスモデル作りを支援
する事業への参加の意向を聞いている。
　郵送アンケートには回答を得た140社の63％が「興味
がある」、22％が「参加してみたい」と回答、この両者
を合せると実に85％となり、中小印刷企業からの熱い期
待を感じざるを得ない（図参照）。
　(2) ３つの現状
　以下、調査項目を、①地域への密着（地域接点、顧客

接点）、②経済効率化（経営基盤、経営管理、収益性、
全印工連への要望）、③商品力の項目に分けて整理分析
し、各社の課題と提言を記した。
　①地域への密着（地域接点）の現状
　各社とも地域活性化を意識したイベント関係、地元発
信の情報誌編集発行、学校教材提供、地域通貨発行など
の支援活動を行っている。商工会やJC、PTAで会長を引
き受けるなど地域活動へも積極的に参画していた。
　②経済効率化の現状
　地域に根差した長い社歴と地域活動への参画、若手後
継者の存在から地元に対する大きな信用力がある。地方
ならではのワンストップサービス的な商品を持つところ
は多く、伝票印刷も一般的に行われているなど、印刷会社
が地域の経済活動を直接支えている重要性も認識できた。
　一方で、今の利益の源泉である印刷加工ビジネスでも
売値が安く加工高が低いところに気付いていない。たと
え数字を出していても肝心の、「管理していない」経営
者や後継者が大多数であった。
　③商品力の現状
　要受注品目について印刷関連だけでなく、デジタル関
連の品目も含めて次の19品目に分類して聞いている。
　１定期刊行物　２書籍　３パンフレット、ポスター
４チラシ　５カタログ　６取説・マニュアル　7ビジネ
スフォーム　８報告書・論文　９事務用文書　10紙器・
パッケージ　11シール･ラベル印刷　12軟包装など　13
スクリーン印刷物　14サイン＆ディスプレー　15Webや
電子カタログなどマルチメディア制作　16イベント企画
運営など　17フリーペーパー等発行　18フルフィルメン
ト（キッティング、発送代行など）　19その他
　品目の１～11は紙への印刷であり印刷会社であれば何
品目かは生産している。14以降が印刷付帯サービスと呼
ばれる分野であり、ソリューションプロバイダーとして
提案型営業で扱われることが多くなる品目である。
　地域や顧客から求められる新たな情報メディアへの取
り組みと、売上高、経常利益率、主要受注品目の３要素
から作成したクロス分析の散布図を別図に示す。
　このグラフから読み取れることは、品目数の多い印刷
会社は印刷生産の次の事業の柱としてデジタルメディア
を含めて、クロスメディア、イベント企画など新ビジネ
スにも対応しながら全印工連が提唱する「ソリューショ
ンプロバイダー」へ向かっての企業努力を行っている。
しかし、なかなか収益に結びついていない姿が伺える。
　ヒアリング先からは、「デジタルサイネージ、
e-book、フリーペーパーなどさまざま取り組んでいるが、
印刷ビジネスに替わる柱として成長できない、打つ手は
それなりにやってきたつもりなので、成果が出ないとあ
きらめの気持ちになる」という悲痛な声が聞こえてきた。
　一方で、品目数の少ない印刷会社は印刷だけにとど
まっていることを示しているが経常利益率は低水準であ
る。八方ふさがりとも見える中での打開策を検討しなけ
ればならない。
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　初日６日のゼミは、メディアージュ愛知（前愛知
県印刷会館）で、午後１時より開始されました。ゼ
ミの司会・進行は、『地域への密着と経済効率性を
両立するシステム』に関する調査を担当した検討委
員会第２分科会委員の相馬謙一氏（㈳日本印刷技術
協会）が務めました。
　最初に水上会長が挨拶に立ち、「今日、集まった
メンバーは、勉強する仲間だと私は信じています」
と前置きして、「これからは設備での差別化は難し
い。そうすると人で差別化しよう、となります。人
で差別化するためにはどうするか。
　これは勉強なのですね。一緒に勉強しようではあ
りませんか。そして勝ち組に残りましょう」と述べ、

勉強の必要性を強調。また、印刷産業のあり方に関
して次のように警鐘を鳴らしました。
　「印刷産業は、製造業、サービス業、そして情報
産業と言われています。私はあらためてモノづくり
の原点、製造業にスポットをあてるべきではないか
と思っています。このモノづくり、印刷業、設備で
きちっと利益を出すようにしなければいけない。も
し、私たちが設備を放棄するならば、企画・宣伝会
社、ＩＴ企業と同じ土俵で戦わなくてはならない。
自ずから結果は見えているような気がしてなりませ
ん」
　挨拶の最後に「今日の集まりは、第２分科会から
発展してきました」とゼミの位置付けを指摘し、次

　全日本印刷工業組合連合会（水上光啓会長／全印
工連）は、４月６日より１泊２日の日程で、『勝ち残
り合宿ゼミ』（以下・ゼミ）を名古屋で開催しました。
このゼミは、全印工連が経済産業省の委託により実施
した『平成23年度我が国情報経済社会における基盤
整備（印刷産業におけるビジネスモデルの調査研究事
業）』（以下・ビジネスモデル調査研究事業）の調査
報告書の取りまとめ終了を受けて開催されたものです。
ビジネスモデル調査研究事業のうち『地域への密着と
経済効率性を両立するシステム』に関する調査の一環

として実施した、アンケート調査（平成23年12月／
東京・大阪を除く10～40人規模の企業）とヒアリ
ング調査（平成24年１～２月／アンケート調査から
抽出）から「将来不安だが頑張る」「他地域企業と協
力・情報交換したい」と回答、要望する企業が多い実
態が浮かび上がったことから、ゼミの開催にいたりま
した。参加者10社・11名は、アンケート調査の分析
結果の報告を受けるとともに、事例研究や講義・演習
をとおして、地域で勝ち残るための経営手法や利益管
理などを学びました。

のように参加者に期待を表明しました。
　「私は全国を回り、印刷会社の役割は大変重要だ
と思っています。地方は厳しいと言われますが、地
方のハブ（中心）、情報のハブになるのが、皆さん
だと思っています。地方において情報のハブになっ
て、そこからいろいろな情報を、ビジネスを創造し
ていただきたいと思います」

　●事例研究
　次に事例研究として、第２分科会委員の鳥原久資
氏が社長を務める㈱マルワ（名古屋市天白区平針
4-211）に移動し、同社を見学するとともに、鳥原
氏より会社略歴と同社の弱み、強み、課題の説明を
受けました。
　なお、２班に分かれての見学にあたっては、同社
の総務部チームリーダーの石井浩氏とマネジャーの
長谷川潔氏が説明にあたりました。

　●講演と自社の現状
　事例研究後、再びゼミ会場のメディアージュ愛知
へ。最初に第２分科会委員の松岡祐司氏（㈱アサプ
リホールディングス社長）が「『経営理念の共有』
と『見える化』からはじめる収益改善」のテーマで
講演しました。
　講演の中で松岡氏は、同社の経営理念や経営基本
方針を紹介するとともにその重要性を強調。さらに
『見える化』に着手した経緯、現在の仕組みを説明
し、次のように講演を締め括りました。
　「まず皆さんが情報開示を行い、経営理念を共有
し、この経営管理（見える化）の手法を取り入れて
いただくと良いのかな、と思います」
　次に参加者が１社10分単位で「自社の現状」（創
業の経緯、仕事内容、スタッフ数、設備、経営方針、
新分野へ取り組み、課題など）について説明。そし
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事例研究、講義・演習などで構成地域での勝ち残りを目指すためのゼミ

利益目標作成のためには「利益計画検討表」の作成が必要

て質疑応答が行なわれました。
　この後、宿泊先のホテルへ移動。食事をとりなが
ら、フリーディスカッションが行われました。さら
に、自由参加により１室に集まり、午前零時近くま
で『勝ち残り経営』について意見交換しました。

　●報告・講義・演習
　翌７日は午前８時より、ホテル内で調査概要報告
と講義及び演習が行われました。
　このうち調査概要報告は相馬氏が担当し、アン
ケート調査の分析結果を説明しました。
　講義は鳥原氏が担当し、「マルワが取り組む差異
性／情報発信、CSRで図る差別化」をテーマに講演
しました。講演の中で鳥原氏は「差異性は資本主義
の利潤の原点」と指摘。
　「社名を知らないのは会社がないのと同じ」とい
う観点から、全員参加の委員会活動を通じて、さま
ざまな形で情報発信していること、そして「中小企
業らしい取り組み」をキーワードにCSR活動を実
践していることを紹介。勝ち残るためには「社会か
ら支持される企業、主体的に行動できる社員の育成、
そしてトップの姿勢がポイントだと思います」と結
論付けました。
　演習は第２分科会会長の髙井昭弘氏（全印工連副
会長／プリ・テック㈱会長）が担当し、最初に「勝
ち残るために、今すること」をテーマに講演しまし
た。講演の中で髙井氏は「企業は社会的存在ですか
ら、外部に対しても堂々と説明できるもの、つまり
何らかの大義が必要です。
　企業の目的が社会のためになると信じられる時、
組織は最大の力を発揮することができます」と経営
理念の重要性を指摘。また、目的としての経営理念
と同時に目的達成のための目標（利益目標、加工高
目標、売上目標、将来の中期・長期目標、品質目標、
環境目標など）が必要と述べた上で、「利益目標作
成のためには『利益計画検討表』を必ず作成しなけ
ればなりません」と強調。そして、演習として参加
者が持参した各社の決算書に基づいた利益計画検討
表の作成の仕方を指導しました。
　演習の最後に「もっと数字を見て決算書を読める
ようになって欲しい。利益管理がしっかりできなけ
れば、マーケットをいくら広げても運転資金だけが
膨らむ危険性があります。また、本業で利益が出な
ければ業態変革もできません」と利益管理の重要性
を説きました。

勝ち残り合宿ゼミのようす



　初日６日のゼミは、メディアージュ愛知（前愛知
県印刷会館）で、午後１時より開始されました。ゼ
ミの司会・進行は、『地域への密着と経済効率性を
両立するシステム』に関する調査を担当した検討委
員会第２分科会委員の相馬謙一氏（㈳日本印刷技術
協会）が務めました。
　最初に水上会長が挨拶に立ち、「今日、集まった
メンバーは、勉強する仲間だと私は信じています」
と前置きして、「これからは設備での差別化は難し
い。そうすると人で差別化しよう、となります。人
で差別化するためにはどうするか。
　これは勉強なのですね。一緒に勉強しようではあ
りませんか。そして勝ち組に残りましょう」と述べ、

勉強の必要性を強調。また、印刷産業のあり方に関
して次のように警鐘を鳴らしました。
　「印刷産業は、製造業、サービス業、そして情報
産業と言われています。私はあらためてモノづくり
の原点、製造業にスポットをあてるべきではないか
と思っています。このモノづくり、印刷業、設備で
きちっと利益を出すようにしなければいけない。も
し、私たちが設備を放棄するならば、企画・宣伝会
社、ＩＴ企業と同じ土俵で戦わなくてはならない。
自ずから結果は見えているような気がしてなりませ
ん」
　挨拶の最後に「今日の集まりは、第２分科会から
発展してきました」とゼミの位置付けを指摘し、次

　全日本印刷工業組合連合会（水上光啓会長／全印
工連）は、４月６日より１泊２日の日程で、『勝ち残
り合宿ゼミ』（以下・ゼミ）を名古屋で開催しました。
このゼミは、全印工連が経済産業省の委託により実施
した『平成23年度我が国情報経済社会における基盤
整備（印刷産業におけるビジネスモデルの調査研究事
業）』（以下・ビジネスモデル調査研究事業）の調査
報告書の取りまとめ終了を受けて開催されたものです。
ビジネスモデル調査研究事業のうち『地域への密着と
経済効率性を両立するシステム』に関する調査の一環

として実施した、アンケート調査（平成23年12月／
東京・大阪を除く10～40人規模の企業）とヒアリ
ング調査（平成24年１～２月／アンケート調査から
抽出）から「将来不安だが頑張る」「他地域企業と協
力・情報交換したい」と回答、要望する企業が多い実
態が浮かび上がったことから、ゼミの開催にいたりま
した。参加者10社・11名は、アンケート調査の分析
結果の報告を受けるとともに、事例研究や講義・演習
をとおして、地域で勝ち残るための経営手法や利益管
理などを学びました。

のように参加者に期待を表明しました。
　「私は全国を回り、印刷会社の役割は大変重要だ
と思っています。地方は厳しいと言われますが、地
方のハブ（中心）、情報のハブになるのが、皆さん
だと思っています。地方において情報のハブになっ
て、そこからいろいろな情報を、ビジネスを創造し
ていただきたいと思います」

　●事例研究
　次に事例研究として、第２分科会委員の鳥原久資
氏が社長を務める㈱マルワ（名古屋市天白区平針
4-211）に移動し、同社を見学するとともに、鳥原
氏より会社略歴と同社の弱み、強み、課題の説明を
受けました。
　なお、２班に分かれての見学にあたっては、同社
の総務部チームリーダーの石井浩氏とマネジャーの
長谷川潔氏が説明にあたりました。

　●講演と自社の現状
　事例研究後、再びゼミ会場のメディアージュ愛知
へ。最初に第２分科会委員の松岡祐司氏（㈱アサプ
リホールディングス社長）が「『経営理念の共有』
と『見える化』からはじめる収益改善」のテーマで
講演しました。
　講演の中で松岡氏は、同社の経営理念や経営基本
方針を紹介するとともにその重要性を強調。さらに
『見える化』に着手した経緯、現在の仕組みを説明
し、次のように講演を締め括りました。
　「まず皆さんが情報開示を行い、経営理念を共有
し、この経営管理（見える化）の手法を取り入れて
いただくと良いのかな、と思います」
　次に参加者が１社10分単位で「自社の現状」（創
業の経緯、仕事内容、スタッフ数、設備、経営方針、
新分野へ取り組み、課題など）について説明。そし

－ 12 － － 13 －

■全印工連

「勝ち残り合宿ゼミ」開催「勝ち残り合宿ゼミ」開催「勝ち残り合宿ゼミ」開催

事例研究、講義・演習などで構成地域での勝ち残りを目指すためのゼミ

利益目標作成のためには「利益計画検討表」の作成が必要

て質疑応答が行なわれました。
　この後、宿泊先のホテルへ移動。食事をとりなが
ら、フリーディスカッションが行われました。さら
に、自由参加により１室に集まり、午前零時近くま
で『勝ち残り経営』について意見交換しました。

　●報告・講義・演習
　翌７日は午前８時より、ホテル内で調査概要報告
と講義及び演習が行われました。
　このうち調査概要報告は相馬氏が担当し、アン
ケート調査の分析結果を説明しました。
　講義は鳥原氏が担当し、「マルワが取り組む差異
性／情報発信、CSRで図る差別化」をテーマに講演
しました。講演の中で鳥原氏は「差異性は資本主義
の利潤の原点」と指摘。
　「社名を知らないのは会社がないのと同じ」とい
う観点から、全員参加の委員会活動を通じて、さま
ざまな形で情報発信していること、そして「中小企
業らしい取り組み」をキーワードにCSR活動を実
践していることを紹介。勝ち残るためには「社会か
ら支持される企業、主体的に行動できる社員の育成、
そしてトップの姿勢がポイントだと思います」と結
論付けました。
　演習は第２分科会会長の髙井昭弘氏（全印工連副
会長／プリ・テック㈱会長）が担当し、最初に「勝
ち残るために、今すること」をテーマに講演しまし
た。講演の中で髙井氏は「企業は社会的存在ですか
ら、外部に対しても堂々と説明できるもの、つまり
何らかの大義が必要です。
　企業の目的が社会のためになると信じられる時、
組織は最大の力を発揮することができます」と経営
理念の重要性を指摘。また、目的としての経営理念
と同時に目的達成のための目標（利益目標、加工高
目標、売上目標、将来の中期・長期目標、品質目標、
環境目標など）が必要と述べた上で、「利益目標作
成のためには『利益計画検討表』を必ず作成しなけ
ればなりません」と強調。そして、演習として参加
者が持参した各社の決算書に基づいた利益計画検討
表の作成の仕方を指導しました。
　演習の最後に「もっと数字を見て決算書を読める
ようになって欲しい。利益管理がしっかりできなけ
れば、マーケットをいくら広げても運転資金だけが
膨らむ危険性があります。また、本業で利益が出な
ければ業態変革もできません」と利益管理の重要性
を説きました。

勝ち残り合宿ゼミのようす
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－ 14 － － 3 －

巻頭言

　今年は猛暑になるか？

　冷夏になるか？

　猛暑は企業や経済に、かなりの影響を及ぼす。

　「猛暑効果」とか「猛暑特需」など、夏の暑

さで売り上げを伸ばす商品や、業績を上向かせ

る企業があり、代表的なものはエアコンと夏物

衣料。夏の初め、６月ごろの天候次第で、売れ

行きが大きく違ってくる。

　売り上げ統計によると、エアコンは１兆円近

く、夏物衣料は２～３兆円近い市場規模があり、

その動向が経済全体に与える影響も大きい。

　その他、例年良く耳にするビールや清涼飲料

など、猛暑の恩恵を受ける商品は数多い。

　逆に、猛暑がマイナスに働く分野もある。ゴ

ルフ場や屋外型のアミューズメント施設は、あ

まり暑いと敬遠される。

　また、ショッピングに出かけること自体が

減って、百貨店などでは売り上げが落ちるとい

うようなこともある。そして、農産物にダメー

ジが及ぶこともあるし、水不足になると工場の

操業が低下することもある。

　しかし、夏はある程度暑い方が経済全体には

プラスに働き、冬は、ある程度寒い方がプラス

になる。

　これは、日本の場合、人々の暮らしのベース

に四季の移り変わりがあり、季節の変化に対応

するため、あるいは季節の変化を楽しむための

消費需要が、衣食住すべての面で、相当大きな

ウエートを占めているからだと思います。

　季節の動きが平坦になってしまうと、その種

の需要が落ち込んでしまう。

 そう考えると、夏の暑さも冬の寒さも、嫌がっ

てばかりはいられないように思う。

　そして、今年はどうなるでしょう。

　天候は例年並みと言っているが、昨年の原

発事故の影響が続く電力供給不安定で、昨年同

様電力不足による節電対策や取引先の状況に応

じた操業時間等の調整が、回復しつつある製造

業の景況に影響を与えることは必至で、今年は、

猛暑にならないことを願ってます。

「天候と景気」

副理事長　岡田　邦義

■この時期、ぴかぴかの社会人１年生が街を闊歩する姿が目
に付きます。厳しい状況が続いているだけに、彼らへの期待
にも大きなものが伺えます。愛印工組の新入社員研修も始ま
りました。これから半年間の長丁場になりますが、実りある
研修にしていただきたいものです。■５月18日名古屋観光
ホテルで通常総代会が開催され、新しい執行部がスタートし
ます。現職及び新任の理事・総代の方は是非出席をお願いいた
します。

　〈募集概要〉
　▼応募対象者
　[一般の部]日印産連会員団体・企業のクリエーター／デザ
イナーなど。[学生部門]グラフィック・デザイン専門学校生
徒、美術学校生など
　▼募集期間
　平成24年６月29日(金)まで
　▼ポスターサイズ
　・B2サイズ／使用色数４色以内　・インキ／金銀パール
インキは使用不可　・用紙／コート紙又はマットコート紙
　▼ポスター必須文字
　・タイトル／2012年「９月印刷の月」　・期間／９月１
日～９月30日　・キャッチコピー／Printomorrow～明日の
いいこと、印刷から～　・行事案内／2012年「印刷の月」
記念講演会、記念式典、懇親会。その他／①ポスターのコン
セプト・コピーなどの掲載は自由、②デザイン入賞作品には
追加文字の制作あり
　▼提出方法
　インクジェット、カラープリントなどデジタル対応プルー
フ（簡易色校正紙）１枚提出。別紙で、〒・住所・氏名・年
齢・電話番号・会社／学校名・所属部署／学部を明記し同封
　▼提出先
　社団法人日本印刷産業連合会PRポスターデザイン募集
係り　〒104-0041 東京都中央区新富1-16-8 　TEL03-
3553-6051  info＠jfpi.or.jp
　▼入賞者の発表
　平成24年７月末日　本人通知・日印産連HP・印刷業界紙
　▼応募費用：無料
　▼賞金・賞状
　●最優秀賞：賞状、賞金20万円１点、●優秀賞：[一般部
門]賞状、賞金５万円　２点以内、[学生部門]賞状、賞金３万
円２点以内、●佳作：[一般部門]賞状、賞金2万円2点以内、
[学生部門]賞状、賞金１万円２点以内

●身近な催し物のお知らせ（愛印工組関係）

開催日時　　　　　　事業・行事、場所、備考
事業・行事 平成24年度　通常総代会
ところ 名古屋観光ホテル
※現職及び新任の理事・総代の方はご出席を
　お願い致します。
事業・行事 ゼロから始める“見える化”セミナー
ところ じばさん三重（三重県四日市市)
参加費：組合員2,000円/1人　一般3,000円/1人
申込期日：平成24年6月8日㈮　定員：90名
※詳細及び申込書は組合ホームページより
　ダウンロードできます。
事業・行事 アドビテクニカルセミナー
ところ ウインクあいち
参加費：購入社（ライセンス購入人数まで無料)
未購入社　5,000円／1人(予定)　定員：90名
申込期日：7月13日㈮ 
※近日案内発信予定(FAX)
事業・行事 印刷産業ビジョン
 SMARTRIX 2020 解説セミナー
ところ ウインクあいち
参加費：1人2,000円　定員：100名
※近日案内発信予定(FAX)
事業・行事 従業員・家族合同レクリエーション大会
ところ 掛川ウォーキング
＊詳細調整中

5月18日㈮

6月15日㈮
10:30～
　　12:00

7月24日㈫

8月 8日㈬

9月29日㈯

事業・行事 協同組合　通常総会
ところ 名古屋観光ホテル
事業・行事 平成24年度 中部支部 春季印刷
 技術セミナー「あなたにもチャンスが
 ある、技能オリンピック金メダル。」
ところ ウインクあいち　12階　1201号室
参加費：会員1人7,000円(3名以上参加の場合は
1人6,000円)　会員以外　1人9,000円
事業・行事 中部地区印刷協議会
 24年度上期会議
ところ 四日市都ホテル（四日市市安島1-3-38)
＊詳細調整中

5月 18日㈮
15:00～

6月 2日㈯
13:30～
　　16:45

6月15日㈮
　　 ～

　　16日㈯

●身近な催し物のお知らせ（関連団体）

㈳日本印刷産業連合会
2012年「９月印刷の月」PRポスターデザインの募集

事務局だより
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